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平成18年３月期 中間決算情報（個別）          平成17年11月25日 

会 社 名  東京地下鉄株式会社 （ＵＲＬ http://www.tokyometro.jp/） 

本社所在都道府県 東京都 

代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 梅 﨑  壽 

問合せ先責任者 役職名 財務部長    氏名 柳 川 広 明 ＴＥＬ（03）3837－7059 

中間決算取締役会開催日 平成17年11月25日  中間配当制度の有無   有 

中間配当支払開始日   平成－年－月－日  単元株制度採用の有無  有（１単元 1,000株） 

 

１．17年９月中間期の業績（平成17年４月１日～平成17年９月30日） 

(1) 経営成績              （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

17年９月中間期 

16年９月中間期 

百万円    ％ 

165,103 1.4 

162,764   0.3 

百万円    ％ 

41,371 20.0 

34,482     25.8 

百万円    ％ 

31,087 35.7 

22,903     58.2 

17年３月期 325,102  65,859  43,537  

 

 
中間(当期)純利益 

１株当たり中間 

(当期)純利益 

 

17年９月中間期 

16年９月中間期 

百万円    ％ 

16,696 26.6 

13,192   324.0 

円   銭 

28.73 

22.71 

17年３月期 24,848  42.76  

（注）①期中平均株式数    17年９月中間期 581,000,000株 16年９月中間期 581,000,000株 

  17年３月期    581,000,000株 

   ②会計処理の方法の変更 無 

   ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率。16年

９月中間期における対前年中間期増減率は、帝都高速度交通営団の数値を参考として記載しています。 

(2) 財政状態 

 
総資産 株主資本 株主資本比率 

１株当たり 

株主資本 

 

17年９月中間期 

16年９月中間期 

百万円 

1,258,702 

1,276,767 

百万円 

161,856 

133,516 

％ 

12.9 

10.5 

円  銭 

278.58 

229.80 

17年３月期 1,252,911 145,154 11.6 249.83 

（注）①期末発行済株式数 17年９月中間期 581,000,000株 16年９月中間期 581,000,000株 

17年３月期    581,000,000株 

②期末自己株式数  17年９月中間期   －株 16年９月中間期   －株 17年３月期   －株 

２．18年３月期の業績予想(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

  
売上高 経常利益 当期純利益 

  

通 期 
百万円 

329,100 

百万円 

48,500 

百万円 

26,600 
  

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)     45円78銭 

・上記の業績予想は、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に基づいて算定しております。従って、

実際の業績とは業況の変化などにより記載の予想とは異なる場合があります。 
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Ⅰ 中間財務諸表等 

① 中間貸借対照表 

 

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  6,569   7,894   4,399   

２ 未収運賃  7,466   6,728   6,510   

３ 未収金  4,589   4,645   7,163   

４ 貯蔵品  3,060   2,701   2,573   

５ 繰延税金資産  8,569   8,836   8,021   

６ 受託工事支出金  11,759   18,110   4,743   

７ その他  1,355   5,281   841   

８ 貸倒引当金  △25   △23   △28   

流動資産合計   43,345 3.4  54,174 4.3  34,224 2.7 

Ⅱ 固定資産           

Ａ 鉄道事業固定資産 ※1,2 1,052,802   1,015,571   1,035,552   

Ｂ 関連事業固定資産 ※1,2 30,492   30,190   31,949   

Ｃ 各事業関連固定資産 ※1,2 19,637   20,306   19,383   

Ｄ 建設仮勘定  72,353   80,697   75,749   

Ｅ 投資その他の資産           

１ 投資有価証券  21,848   21,823   21,853   

２ 繰延税金資産  44,207   44,968   42,713   

３ その他  724   631   683   

４ 投資損失引当金  △8,664   △9,676   △9,215   

５ 貸倒引当金  △0   △0   △0   

投資その他の資産 
合計 

 58,115   57,746   56,034   

固定資産合計   1,233,402 96.6  1,204,511 95.7  1,218,669 97.3 

Ⅲ 繰延資産   19 0.0  15 0.0  17 0.0 

資産合計 ※３  1,276,767 100.0  1,258,702 100.0  1,252,911 100.0 
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前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ １年以内返済 
  長期借入金 

 49,735   46,097   47,214   

２ １年以内償還社債 ※３ 6,532   6,331   6,331   

３ 未払金  13,499   18,751   30,271   

４ 未払法人税等  11,888   16,456   9,944   

５ 預り金  17,553   19,418   18,768   

６ 前受運賃  12,537   12,506   11,971   

７ 前受金  21,179   25,533   7,459   

８ 賞与引当金  10,048   9,940   9,037   

９ その他  16,399   11,683   22,182   

流動負債合計   159,373 12.5  166,718 13.2  163,180 13.0 

Ⅱ 固定負債           

１ 社債 ※３ 444,242   437,911   437,911   

２ 長期借入金  391,176   353,016   367,681   

３ 退職給付引当金  113,801   105,177   105,250   

４ 役員退職慰労引当金  17   45   34   

５ 投資損失引当金  3,960   3,630   3,960   

６ 補助金未決算勘定 ※４ 22,935   22,465   21,836   

７ その他  7,744   7,880   7,903   

固定負債合計   983,877 77.0  930,126 73.9  944,577 75.4 

負債合計   1,143,250 89.5  1,096,845 87.1  1,107,757 88.4 

(資本の部)           

Ⅰ 資本金   58,100 4.6  58,100 4.6  58,100 4.6 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  62,167   62,167   62,167   

資本剰余金合計   62,167 4.9  62,167 5.0  62,167 5.0 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 任意積立金  -   24,848   -   

２ 中間(当期) 
  未処分利益 

 13,192   16,696   24,848   

利益剰余金合計   13,192 1.0  41,545 3.3  24,848 2.0 

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  57 0.0  44 0.0  38 0.0 

資本合計   133,516 10.5  161,856 12.9  145,154 11.6 

負債・資本合計   1,276,767 100.0  1,258,702 100.0  1,252,911 100.0 
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② 中間損益計算書 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

金額(百万円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 鉄道事業           

 １ 営業収益   155,675 95.6  157,723 95.5  310,720 95.6 

 ２ 営業費   122,561 75.3  117,963 71.5  247,593 76.2 

   営業利益   33,113 20.3  39,760 24.0  63,126 19.4 

Ⅱ 関連事業           

 １ 営業収益   7,089 4.4  7,380 4.5  14,381 4.4 

 ２ 営業費   5,721 3.5  5,769 3.5  11,649 3.5 

   営業利益   1,368 0.9  1,611 1.0  2,732 0.9 

全事業営業利益   34,482 21.2  41,371 25.0  65,859 20.3 

Ⅲ 営業外収益 ※１  882 0.5  960 0.6  2,317 0.7 

Ⅳ 営業外費用 ※２  12,460 7.7  11,244 6.8  24,639 7.6 

経常利益   22,903 14.0  31,087 18.8  43,537 13.4 

Ⅴ 特別利益 ※３  119 0.1  743 0.5  4,893 1.5 

Ⅵ 特別損失 ※4,6  812 0.5  3,058 1.9  5,799 1.8 

税引前中間(当期) 
純利益 

  22,210 13.6  28,772 17.4  42,630 13.1 

法人税、住民税 
及び事業税 

 10,960   15,150   17,670   

法人税等調整額  △1,941 9,018 5.5 △3,074 12,075 7.3 112 17,782 5.5 

中間(当期)純利益   13,192 8.1  16,696 10.1  24,848 7.6 

中間(当期)未処分 
利益 

  13,192   16,696   24,848  

           

(注) 百分比は、全事業営業収益(前中間会計期間162,764百万円、当中間会計期間165,103百万円、前事業年度   

325,102百万円)をそれぞれ100とする比率です。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社

株式 

 総平均法による原価法に

よっています。 

  ② その他有価証券 

    ア 時価のあるもの 

中間決算日の市場価

格等による時価法に

よっています。 

(評価差額は全部資本

直 入 法 に よ り 処 理

し、売却原価は総平

均法により算定して

います。) 

    イ 時価のないもの 

総平均法による原価

法によっています。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

① 子会社株式及び関連会社

株式 

 同左 

 

  ② その他有価証券 

    ア 時価のあるもの 

 同左 

 

 

 

 

 

 

 

    イ 時価のないもの 

 同左 

１ 有価証券の評価基準及び評価

方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

 

(2) その他有価証券 

① 時価のあるもの 

決算日の市場価格等によ

る時価法によっています。 

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は総平均法により算定して

います。） 

 

 

② 時価のないもの 

同左 

 (2) たな卸資産 

  ① 貯蔵品 

 移動平均法による原価法

によっています。 

  ② 商品 

 売価還元法による原価法

によっています。 

 (2) たな卸資産 

  ① 貯蔵品 

 同左 

 

  ② 商品 

 同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評 

価方法 

(1) 貯蔵品 

同左 

(2) 商品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法によっています。 

 ただし、取替資産について

は取替法によっています。ま

た、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物付属設備

を除く）については、定額法

によっています。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

   建物     12年～38年 

   構築物    12年～60年 

   車両        13年 

   機械装置   ５年～20年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   同左 

３ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

   定額法によっています。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりです。 

   施設利用権  15年～30年 

   ソフトウェア(自社利用) 

                          ５年 

 (2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 繰延資産の処理方法 

 (1) 社債発行費 

 支出時に全額費用処理してい

ます。 

３ 繰延資産の処理方法 

 (1) 社債発行費 

 同左 

４ 繰延資産の処理方法 

(1) 社債発行費 

同左 

 (2) 社債発行差金 

 社債の償還期限までの期間で

均等償却しています。 

 (2) 社債発行差金 

 同左 

(2) 社債発行差金 

同左 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しています。 

４ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

 同左 

５ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

 従業員に支給する賞与に充て

るため、支給見込額に基づき計

上しています。 

 (2) 賞与引当金 

 同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

 (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき当中間会計期間末にお

いて発生していると認められる

額を計上しています。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年数(15

年)による定額法により、発生

の翌事業年度から費用処理して

います。 

 (3) 退職給付引当金 

 同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上していま

す。 

数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年

数(15年)による定額法によ

り、発生の翌事業年度から費

用処理しています。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間会

計期間末要支給額を計上してい

ます。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

 同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく事

業年度末要支給額を計上して

います。 

 (5) 投資損失引当金 

 投資有価証券の価値の減少に

よる損失に備えるため、投資先

の財政状態の実情を勘案し、個

別検討による必要額を計上して

います。 

 なお、既投資額までの損失見

込分については固定資産に対す

る控除科目として掲記し、既投

資額を超える追加的な財政上の

支援等による損失見込分につい

ては、固定負債に掲記していま

す。 

 (5) 投資損失引当金 

 同左 

(5) 投資損失引当金 

同左 
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っています。 

５ リース取引の処理方法 

 同左 

６ リース取引の処理方法 

同左 

６ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

   税抜方式によっています。 

 なお、仮払消費税等と仮受

消費税等は相殺の上、流動負

債の「その他」に含めて表示

しています。 

６ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

 同左 

７ その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっています。 

 (2) 法人税等の会計処理 

 当中間会計期間に係る法人

税等については、当事業年度

の利益処分において予定して

いる準備金等の調整による影

響額を考慮して算定していま

す。 

 (2) 法人税等の会計処理 

 同左 

 

 (3) 工事負担金等の処理 

 地方公共団体等による工事

負担金等は、工事完成時に当

該工事負担金等相当額を取得

した固定資産の取得原価から

直接減額して計上していま

す。 

 なお、中間損益計算書にお

いては、工事負担金等相当額

を特別利益に計上するととも

に、固定資産の取得原価から

直接減額した額を固定資産圧

縮損として特別損失に計上し

ています。 

 (3) 工事負担金等の処理 

 同左 

 

(2) 工事負担金等の処理 

地方公共団体等による工事

負担金等は、工事完成時に当

該工事負担金等相当額を取得

した固定資産の取得原価から

直接減額して計上していま

す。 

なお、損益計算書において

は、工事負担金等相当額を特

別利益に計上するとともに、

固定資産の取得原価から直接

減額した額を固定資産圧縮損

として特別損失に計上してい

ます。 
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会計処理の変更 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31

日)を適用しています。これ

により減損損失1,861百万円

を特別損失に計上したため、

税引前中間純利益は同額減少

しています。 

なお、減損損失累計額につ

いては、改正後の中間財務諸

表等規則に基づき各資産の金

額から直接控除しています。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額は、1,179,284百万円で

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額は、1,224,668百万円で

す。 

※１ 有形固定資産の減価償却累

計額は、1,200,918百万円で

す。 

※２ 固定資産の取得価額から控

除した国庫補助金等などの圧

縮記帳累計額は300,421百万円

です。 

※２ 固定資産の取得価額から控

除した国庫補助金等などの圧

縮記帳累計額は304,890百万円

です。 

※２ 固定資産の取得価額から控

除した国庫補助金等などの圧

縮記帳累計額は304,331百万円

です。 

※３ 担保に供している資産及び

担保付債務 

 東京地下鉄株式会社法第３

条及び附則第14条第１項の規

定 に よ り 、 総 財 産 を 社 債

450,774百万円の一般担保に供

しています。 

※３ 担保に供している資産及び

担保付債務 

 東京地下鉄株式会社法第３

条及び附則第14条第１項の規

定 に よ り 、 総 財 産 を 社 債

444,242百万円の一般担保に供

しています。 

※３ 担保に供している資産及び

担保付債務 

 東京地下鉄株式会社法第３

条及び附則第14条第１項の規

定 に よ り 、 総 財 産 を 社 債

444,242百万円の一般担保に供

しています。 

※４ 補助金未決算勘定は、新線

工事等のうち、未だ工事が完

了しておらず、使用を開始し

ていない部分に対応する国庫

補助金等の金額です。 

※４ 補助金未決算勘定は、新線

工事等のうち、未だ工事が完

了しておらず、使用を開始し

ていない部分に対応する国庫

補助金等の金額です。 

※４ 補助金未決算勘定は、新線

工事等のうち、未だ工事が完

了しておらず、使用を開始し

ていない部分に対応する国庫

補助金等の金額です。 

 

(中間損益計算書関係) 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主なもの

は次のとおりです。 

受取利息 8百万円

土地物件 
賃貸収入 

447百万円

 

※１ 営業外収益のうち主なもの

は次のとおりです。 

受取利息 7百万円

土地物件 
賃貸収入 

393百万円

 

※１ 営業外収益のうち主なもの

は次のとおりです。 

受取利息 18百万円

土地物件 
賃貸収入 

886百万円

受取受託工事事
務費 

645百万円

 
※２ 営業外費用のうち主なもの

は次のとおりです。 

支払利息 6,542百万円

社債利息 5,539百万円
 

※２ 営業外費用のうち主なもの

は次のとおりです。 

支払利息 5,895百万円

社債利息 5,173百万円
 

※２ 営業外費用のうち主なもの

は次のとおりです。 

支払利息 12,787百万円 

社債利息 10,813百万円 
 

※３ ※３ ※３ 特別利益のうち主なものは

次のとおりです。 

補助金 2,857百万円 

鉄道施設受贈 
財産評価額 

1,526百万円 
 

※４ 特別損失のうち主なものは

次のとおりです。 

投資損失引当金 
繰入額 

627百万円
 

※４ 特別損失のうち主なものは

次のとおりです。 

固定資産圧縮損 650百万円

減損損失 1,861百万円
 

※４ 特別損失のうち主なものは

次のとおりです。 

固定資産圧縮損 4,491百万円

投資損失引当金
繰入額 

1,178百万円

 
 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 32,682百万円

無形固定資産 1,441百万円
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 30,620百万円

無形固定資産 1,284百万円
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 64,038百万円

無形固定資産 2,809百万円
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前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※６ ※６ 当中間会計期間において、

以下のとおり減損損失を計上

いたしました。 

(1) 減損損失を認識した資産 

用途 種類 場所 

商業施設

(３件) 

建物 東京都

文京区

など 

待避線 

(１件) 

建設仮

勘定 

東京都

江東区 

遊休資産

(２件) 

土地 栃木県

日光市

など 

(2) 減損損失の認識に至った

経緯 

商業施設については当初

想定していた収益を見込め

なくなったこと、待避線に

ついては使用計画の大幅な

延期、遊休資産については

地価の著しい下落により、

減損損失を認識していま

す。 

(3) 減損損失の金額 

有形固定資産 

土地 45百万円

建物 945百万円

建設仮勘定 869百万円

計 1,861百万円

(4) 資産のグルーピングの方

法 

管理会計上の物件ごとに

資産グルーピングを行って

います。また、鉄道事業資

産については、全路線がネ

ットワークとしてキャッシ

ュ・フローを生成している

ことから、一つの資産グル

ープとしています。なお、

遊休資産及び使用計画が大

幅に延期されている建設仮

勘定については、それぞれ

個別に資産グループとして

います。 

(5) 回収可能価額の算定方法 

当該資産又は資産グルー

プの回収可能価額は正味売

却価額により測定してお

り、正味売却価額は主とし

て不動産鑑定評価等に基づ

き算定しています。 

 

※６ 
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(リース取引関係) 

 

  半期報告書についてEDINETにより開示を行うため記載を省略しています。 

 

(有価証券関係) 

 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時

価のあるものはありません。 

同左 同左 

 

(１株当たり情報) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産 229円80銭
 

１株当たり純資産 278円58銭
 

１株当たり純資産 249円83銭
 

１株当たり中間純利益 22円71銭
 

１株当たり中間純利益 28円73銭
 

１株当たり当期純利益 42円76銭
 

 なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、潜在株

式がないため、記載していませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益については、潜在株

式がないため、記載していませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、潜在株

式がないため、記載していませ

ん。 

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間(当期)純利益 (百万円) 13,192 16,696 24,848 

普通株主に帰属 
しない金額 

(百万円) ― ― ― 

普通株式に係る 
中間(当期)純利益 

(百万円) 13,192 16,696 24,848 

普通株式の 
期中平均株式数 

(千株) 581,000 581,000 581,000 

 

(重要な後発事象) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 同左 同左 

 

 

 


